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１．平成 31 年３月期第１四半期の連結業績（平成 30 年４月１日～平成 30 年６月 30 日） 
 
（１）連結経営成績（累計）                                  (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

 百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

31 年３月期第１四半期 3,896 0.4 1,380 4.8 980 4.5

30 年３月期第１四半期 3,877 △0.3 1,316 4.7 937 7.0

（注）包括利益 31 年３月期第１四半期 729 百万円（△48.3％） 30 年３月期第１四半期 1,412 百万円（376.86％） 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 
 

 円 銭 円 銭

31 年３月期第１四半期 40.83 ― 

30 年３月期第１四半期 39.05 ― 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率(注) 

 百万円 百万円 ％

31 年３月期第１四半期 692,503 47,765 6.8

30 年３月期 680,803 47,095 6.9

（参考）自己資本 31 年３月期第１四半期 47,765 百万円   30 年３月期 47,095 百万円 

（注）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

 

２．配当の状況 

 

 

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30 年３月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00

31 年３月期 ―   

31 年３月期（予想）  2.50 ― 2.50 5.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

３．平成 31 年３月期の連結業績予想（平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日） 
 

                                  (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％  円 銭

第２四半期（累計） 2,300 2.1 1,640 3.6  68.33

通 期 3,880 0.4 2,900 7.8  120.83

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  
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※ 注記事項 

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

   新規 ―社 （社名）                   、除外 ―社 （社名） 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無 

② ①以外の会計方針の変更   ： 無 

③ 会計上の見積りの変更    ： 無 

④ 修正再表示         ： 無 

 

（４）発行済株式数（普通株式）  

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31 年３月期１Ｑ 24,000,000 株 30 年３月期 24,000,000 株

② 期末自己株式数 31 年３月期１Ｑ ―株 30 年３月期 ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31 年３月期１Ｑ 24,000,000 株 30 年３月期１Ｑ 24,000,000 株

 

※ 四半期決算短信は四半期レビューの対象外です。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

・本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に

あたっての注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 

（四半期決算補足説明資料の入手方法） 

・四半期決算補足説明資料は、当第１四半期決算短信に添付しております。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期における我が国経済は、トランプ政権の動向や北朝鮮情勢等、地政学的リスクへの懸念が

あったものの、政府による経済政策や海外経済の回復等を背景に、企業収益や雇用環境が改善するなど、

全般的に緩やかな回復基調で推移しました。また、当行の主要な営業エリアである静岡県・神奈川県の  

地域経済におきましても、景況感に一部弱さが見られるものの、緩やかな回復基調が続いております。 

このような状況下、当行は、2018 年４月より、第 12 次中期経営計画『進化Ⅱ』をスタートし、

行動指針「Change（改革）＆Challenge（挑戦）」のもと、基本方針の柱である「お客様中心主義」

を進化させ、あらゆる場面でお客様との接点を深め、細部に亘るマーケティングを実践し、地域の皆さ

まやお客様のニーズに合った商品・サービスの提供、諸施策の推進に努めてまいりました。その結果、   

着実にお客様が増加し、次のような成果を収めることができました。 

当第１四半期の連結ベースの経営成績は、以下の単体の経営成績を主因とし、経常収益は 38 億 96 百万

円、経常費用は 25 億 15 百万円となりました。その結果、経常利益は 13 億 80 百万円、親会社株主に帰属

する四半期純利益は９億 80 百万円となりました。 

 

【 単体の経営成績 】 

① 預金・貸出金 ～預貸金ともに順調に増加～ 

預金につきましては、地域振興を目的とした地元商店街等との連携による「お買い物券付定期預金」や、

年金関連定期預金「バースデー」等の年金関連サービスを中心に、お客様のニーズに合った商品・サービ

スの提供に努め、積極的な営業活動を展開してまいりました。その結果、当第１四半期末の預金残高は  

前年同期末比 250 億 27 百万円 4.2％増加の 6,153 億 71 百万円となりました。 

貸出金につきましては、地域の企業や個人のお客様のニーズを、「訪問頻度管理」による定期的な顧客  

訪問によって把握し、「本業支援ヒアリングシート」活用による事業性評価向上に努めてきました。    

特に製造業、医療介護分野などの資金ニーズを中心に、「地域力創生ファンド」等による成長基盤強化支援

を実施・展開してまいりました。その結果、当第１四半期末の貸出金残高は前年同期末比 149 億 20 百万円

3.0％増加の 4,970 億 74 百万円となり、うち中小企業等向け貸出金は前年同期末比 133 億 98 百万円 2.9％

増加の 4,613 億 29 百万円、貸出金に占める中小企業等向け貸出金比率は 92.8％となりました。 

 

② 利益 ～２年振りの増収増益～ 

当第１四半期の経常収益につきましては、預貸金ともに増加したほか、資金運用収益が増加するなど、

本業が堅調に推移したこと等により、前年同期比 44 百万円 1.1％増収（２年振り）の 38 億 90 百万円とな

りました。 

経常費用につきましては、貸倒引当金繰入額の減少等により、前年同期比 34 百万円 1.3％減少の 25 億

51 百万円となりました。 

上記により、経常利益は、前年同期比 79 百万円 6.3％５年連続増益の 13 億 39 百万円となり、四半期純

利益は、前年同期比 68 百万円 7.7％５年連続増益の９億 55 百万円となり、２年振りの増収増益決算となり

ました。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比 116 億 99 百万円増加（前年同期末比 197

億 95 百万円増加）の 6,925 億３百万円となり、純資産は、前連結会計年度末比６億 69 百万円増加（前年

同期末比 25 億 20 百万円増加）の 477 億 65 百万円となりました。 

総負債は、前連結会計年度末比 110 億 29 百万円増加（前年同期末比 172 億 74 百万円増加）の 6,447 億

37 百万円となりました。 

主な内訳として、貸出金は、前連結会計年度末比 28 億 92 百万円増加（前年同期末比 149 億 20 百万円増

加）の 4,970 億 74 百万円となり、預金は、前連結会計年度末比 134 億 62 百万円増加（前年同期末比 248

億 29 百万円増加）の 6,141 億 60 百万円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明  

平成 30 年５月 11 日に公表した業績予想から変更ありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（株）静岡中央銀行 平成 31 年３月期 第１四半期決算短信 

－4－ 

４．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）  

科   目 
前連結会計年度 

（平成 30 年３月 31 日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成 30 年６月 30 日） 

（ 資産の部 ） 

現金預け金 

金銭の信託 

有価証券 

貸出金 

その他資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

退職給付に係る資産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

 

33,859 

926 

141,713 

494,182 

1,533 

8,515 

1,092 

60 

72 

738 

△1,891 

 

48,226 

965 

134,174 

497,074 

4,077 

8,462 

965 

60 

62 

187 

△1,752 

資産の部合計 680,803 692,503 

（ 負債の部 ） 

預金 

借用金 

その他負債 

賞与引当金 

役員賞与引当金 

退職給付に係る負債 

役員退職慰労引当金 

睡眠預金払戻損失引当金 

偶発損失引当金 

繰延税金負債 

再評価に係る繰延税金負債 

支払承諾 

 

600,698 

25,967 

3,036 

390 

42 

383 

519 

19 

322 

222 

1,368 

738 

 

614,160 

23,884 

3,564 

203 

― 

372 

474 

19 

255 

246 

1,368 

187 

負債の部合計 633,708 644,737 

（ 純資産の部 ） 

（株主資本） 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

株主資本合計 

（その他の包括利益累計額） 

その他有価証券評価差額金 

土地再評価差額金 

退職給付に係る調整累計額 

その他の包括利益累計額合計 

 

 

2,000 

0 

37,997 

39,998 

 

4,012 

3,146 

△61 

7,097 

 

 

2,000 

0 

38,917 

40,918 

 

3,758 

3,146 

△58 

6,847 

純資産の部合計 47,095 47,765 

負債及び純資産の部合計 680,803 692,503 

 

 

 

 

 



（株）静岡中央銀行 平成 31 年３月期 第１四半期決算短信 

－5－ 

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）  

科   目 

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成 29 年４月 １日 

●至 平成 29 年６月 30 日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成 30 年４月 １日 

●至 平成 30 年６月 30 日）

経常収益 3,877 3,896 

資金運用収益 

（うち貸出金利息） 

（うち有価証券利息配当金） 

役務取引等収益 

その他業務収益 

その他経常収益 

2,668 

（1,972）

（692）

262 

121 

824 

2,732 

（1,956）

（771）

280 

133 

749 

経常費用 2,561 2,515 

  資金調達費用 

（うち預金利息） 

役務取引等費用 

営業経費 

その他経常費用  

130 

（130）

294 

1,986 

149 

122 

（122）

324 

1,980 

87 

経常利益 1,316 1,380 

特別利益 

特別損失 

固定資産処分損 

― 

0 

0 

― 

0 

0 

税金等調整前四半期純利益 1,315 1,380 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

法人税等合計 

134 

243 

378 

258 

142 

400 

四半期純利益 937 980 

親会社株主に帰属する四半期純利益 937 980 

 

（四半期連結包括利益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）  

科   目 

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成 29 年４月 １日 

●至 平成 29 年６月 30 日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成 30 年４月 １日 

●至 平成 30 年６月 30 日）

四半期純利益 937 980 

その他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 

退職給付に係る調整額 

475 

475 

0 

△250 

△253 

3 

四半期包括利益 1,412 729 

（内訳） 

親会社株主に係る四半期包括利益 

 

1,412 

 

729 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．補足情報【 平成 31 年３月期 第１四半期 決算説明資料 】 
 

（１）損益の状況（ 単体 ） 

 

 

 

 

 

 
 

（単位：百万円） 

  
平成 31年３月期

第１四半期 

 平成 30年３月期 
第１四半期 

 平成 30年３月期
通期 前年同期比  

業務粗利益  2,640 86 2,554  9,600 

 コア業務粗利益    （注１） (2,506) (74) (2,432)   (9,221)

 資金利益  2,619 88 2,530   9,529 

 役務取引等利益  △112 △14 △98  △307 

 その他業務利益  133 11 121  378 
 （うち国債等債券関係損益（５勘定尻））  (133) (11)   (121)  (378)

経費（除く臨時処理分）   （△） 1,918 △36 1,955  7,624 

 人件費                  （△） 979 △5 985  3,866 

 物件費         （△） 807 △20 827   3,306 

 税金 （△） 131 △10 142  452 

実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） （注２） 722 123 599  1,976 

 コア業務純益     （注３） 588 111 477   1,597 

 ①一般貸倒引当金繰入額 （△） ― 31 △31  ― 

業務純益  722 91 630  1,976 

 うち国債等債券関係損益（５勘定尻）  133 11 121  378 

臨時損益  616 △11 628  1,694 

 ②不良債権処理額     （△） ― △40 40  ― 

  個別貸倒引当金繰入額 （△） ― △40 40  ― 

 ③貸倒引当金戻入益  31 31 ―  256 

 ④偶発損失引当金戻入益  66 △10 77  6 

 ⑤特定債務者支援引当金戻入益  ― △200 200  200 

 償却債権取立益     0 ― 0  0 

 株式等関係損益（３勘定尻）  647 110 537  1,449 

 その他臨時損益  △129 15 △144  △217 

  退職給付費用 （△） 4 4 0  1 

経常利益  1,339 79 1,259  3,670 

特別損益  △0 0 △0  421 

 投資損失引当金戻入益  ― ― ―  545 

 固定資産処分損益  △0 0 △0  △55 

 固定資産減損損失 （△） ― ― ―  67 

税引前四半期純利益  1,339 80 1,258  4,092 

法人税、住民税及び事業税 （△） 246 117 128  731 

法人税等調整額 （△） 137 △106 243  517 

四半期純利益  955 68 886  2,843 
    

与信費用（ ①＋②－③－④－⑤ ）  △98 169 △268  △462 
    

コア業務粗利益ＯＨＲ  （注４） 76.5％ △3.8％ 80.3％  82.6％ 
 

（注１）コア業務粗利益    ＝ 業務粗利益 － 国債等債券関係損益 

（注２）実質業務純益     ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 

（注３）コア業務純益     ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益 

（注４）コア業務粗利益ＯＨＲ ＝ 経費 ÷ （ 業務粗利益 － 国債等債券関係損益 ） 

 

○ 「経常利益」は、資金利益（資金運用収益－資金調達費用）が第１四半期ベースで２年振りに 

増加に転じるなど、本業が堅調に推移したほか、経費の減少等により、前年同期比 79 百万円 6.3％ 

５年連続増益の 13 億 39 百万円となりました。 
 

○ 「四半期純利益」は、経常利益の増加等により、前年同期比 68 百万円 7.7％５年連続増益の 

９億 55 百万円となりました。 
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（２）金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（ 単体 ） 

 

 

 

   （単位：百万円）

 平成 30 年６月末 平成 29 年６月末  平成 30 年３月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,911 1,191  2,132

危険債権 4,481 7,751  4,879

要管理債権 221 449  201

合 計 6,613 9,393  7,213

  

総与信残高（末残） 497,607 483,287  495,275

  

総与信に占める開示債権額の割合 1.32％ 1.94％  1.45％
 
（注１）記載金額は単位未満を、比率は小数点第３位を切り捨てて表示しております。 

 

（注２）上記の四半期末(平成 30 年６月末)の計数は、｢金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則｣第４条に規定する各

債権のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については、以下の点につき年度末又は中間期末に開示する計数とは

異なるため計数は連続しておりません。 

 

○平成 30 年６月末の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」の金額は、同年３月末時点における債務

者区分（※）をベースとし、同年３月末から６月末までの倒産、不渡り、延滞等の客観的事実のほか、当行の定める自己査

定基準に基づき債務者区分の見直しを行い、平成 30 年６月末残高にて開示しております。 

 

○平成 30 年６月末の「要管理債権」の金額は、同様に同年３月末時点における「要管理債権」をベースとし、同年３月末か

ら６月末までに新たに「要管理債権」となった貸出債権、および回収状況ならびに債務者区分の変更を勘案し、平成 29 年

６月末残高にて開示しております。 

 

※債務者区分との関係 

・破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 

・危険債権 （破綻懸念先の債権） 

・要管理債権（要注意先のうち、元本又は利息の支払が３ヵ月以上延滞しているか、又は貸出条件を緩和している債権） 

 

（３）自己資本比率（ 国内基準 ）   

 

 

 

   

 
平成 30 年９月末

(予想値) 
平成 30 年３月末 

(実績) 
平成 29 年９月末 

(実績) 

連結 自己資本比率  10.7％ 程度 10.49％ 10.56％

単体 自己資本比率  10.6％ 程度 10.35％ 10.36％
 
（注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 30 年６月末の「金融再生法ベースの開示債権額」は、前年同期末比 27 億 80 百万円減少の 

66 億 13 百万円となり、総与信に占める割合は同 0.62 ポイント低下の 1.32％となりました。 

○ 平成 30 年９月末の「連結自己資本比率」は、10.7％程度を予想しております。 

○ 平成 30 年９月末の「単体自己資本比率」は、10.6％程度を予想しております。 
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（４）時価のある有価証券の評価差額（ 単体 ） 

 

 

 

  （単位：百万円）

 

平成 30 年６月末 平成 29 年６月末 平成 30 年３月末 

時価 
評価 

差額 

  
時価 

評価 

差額 

  
時価 

評価 

差額 

  

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

その他有価証券 131,499 5,267 7,499 2,232 133,014 5,432 7,397 1,965 139,057 5,688 7,760 2,072

 株 式 25,618 4,866 5,926 1,059 22,965 5,118 5,861 742 25,027 5,291 6,042 750

 債 券 72,651 601 631 29 80,882 564 918 353 81,383 673 728 54

 その他 33,229 △200 942 1,143 29,166 △251 617 869 32,646 △276 990 1,267

 
（注１）平成 30 年６月末の「評価差額」及び「含み損益」は、同年６月末時点の帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）と 

時価との差額を計上しております。 

 

（注２）満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（５）デリバティブ取引（ 単体 ） 

該当ございません。 

 

（６）預金・貸出金の残高（ 単体 ） 
 

① 預金の状況 

 

 

 

   （単位：百万円）

 平成 30 年６月末 平成 29 年６月末  平成 30 年３月末 

預 金（末残） 615,371 590,344 601,877

 うち個人預金 433,377 424,938 429,380

 うち法人預金 181,994 165,406 172,497

預 金（平残） 596,858 575,942 582,815

 

② 貸出金の状況 

 

 

 

   （単位：百万円）

 平成 30 年６月末 平成 29 年６月末  平成 30 年３月末 

貸出金（末残） 497,074 482,154 494,182

 うち中小企業等向け貸出金 461,329 447,930 458,631

 中小企業等向け貸出金比率 92.80％ 92.90％ 92.80％

  うち消費者ローン 157,028 148,320 155,105

   うち住宅ローン 152,125 144,456 150,439

   うちその他ローン 4,903 3,863 4,665

貸出金（平残） 489,726 475,293 479,412

 

以 上 

○ 平成 30 年６月末の「預金残高」は、前年同期末比 250 億 27 百万円 4.2％増加の 6,153 億 71 百万円となり、 

うち個人預金は同 84 億 39 百万円 1.9％増加の 4,333 億 77 百万円となりました。 

○ 平成 30 年６月末の「貸出金残高」は、前年同期末比 149 億 20 百万円 3.0％増加の 4,970 億 74 百万円となり、 

うち中小企業等向け貸出金は 4,613 億 29 百万円、中小企業等向け貸出金比率は 92.8％となりました。 

○ 平成 30 年６月末の「時価のある有価証券の評価差額」は、前年同期末比１億 64 百万円減少の 52 億 67 百万円

となりました。 


